
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００１ 項　　目　　名 市立保育園運営費

予算書項目 市立保育園運営費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R2

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236
 
【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】
　「施設の安全確保の徹底」のため実施が義務付けられている「建築基準法第12条に基づく
定期点検」を効率的に行うため、平成29年度から3か年計画で、資産活用推進課において一括
して発注しており、点検により不具合があった場合は、点検結果を集約し、一括修繕等によ
り効率的な施設保全を行っている。 

【事業の目的及び効果】
　建築基準法第12条に基づく定期点検により不具合のあった個所について修繕を行い、安
全、安心な保育環境の整備を行う。 

【事業の内容】 
　非常用照明の修繕
　・豊実保育園　４カ所
　・倉田保育園　３カ所

　事業費：237千円

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 237 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 577,601 

要求額 263 

総務部長段階査定額 237 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 237 諸収入 0 

計 237 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００２ 項　　目　　名 保育所緊急整備事業費補助金

予算書項目 私立保育園運営施設助成費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R2

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【事業の経過及び背景】 
　近年の保育需要の増大により保育ニーズの低年齢化が進むなか、保育園の収容力不足の解
消や幼保連携の推進を図るため、対応施設の整備が必要となっている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　国の「保育所等整備交付金」や「認定こども園施設整備交付金」、「安心こども基金」を
活用して、民間法人の施設整備に対する助成を行い、保育園の定員を増加させ、待機児童対
策や、施設の老朽化等に対する整備による園児・保育所等の安全性の確保を行う。 
 
【事業の内容】 
　認定こども園鳥取第一幼稚園《学校法人鳥取学園》　(単年事業) 
　整備内容　　　大規模修繕（トイレの改修） 
　総事業費　　　11,814千円（見込） 
　助成額　　　　8,861千円（見込）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　(補助基準額の3/4　国庫1/2、市1/4)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　場所　　　　　鳥取市吉方温泉一丁目609　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　建物　　　　　鉄骨造2階建て 
　定員　　　　  210名

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 5,907 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 8,861 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 367,514 

要求額 8,861 

総務部長段階査定額 8,861 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,954 諸収入 0 

計 8,861 その他 0 

行財政改革課処理欄



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００３ 項　　目　　名 保育園耐震改修等事業費

予算書項目 保育園施設整備費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 R2

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-30-8236 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】 
　平成26年度　美保保育園の基本及び実施設計を実施 
　平成28年度　地盤変動影響調査（事前）・美保保育園園舎改築工事（1/2年目） 
　平成29年度　美保保育園園舎改築工事（2/2年目） 
　平成30年度　美保保育園旧園舎解体及び外構工事　　 
　令和元年度　地盤変動影響調査（事後） 
　令和２年度　事後調査の結果に基づく補償を実施 
 
【事業の内容】 
　令和元年度に実施した地盤変動影響調査の結果を元に損失補償を行う。

　補償費：770千円（建物の基礎や外壁のクラック補修等に係る費用相当額）
　　　　　対象家屋５棟

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 770 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 0 

要求額 770 

総務部長段階査定額 770 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 770 諸収入 0 

計 770 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健００４ 項　　目　　名 妊娠・出産包括支援事業費

予算書項目 こども家庭支援事業費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭相談センター年度 R2

一般会計 【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【事業の経過及び背景】 
　現在、本市では、家族等から十分な援助が受けられず、かつ、体調不良や強い育児不安等
がある母子を対象に、生後４か月までの乳児と母親が宿泊や日帰りで保健指導や育児相談、
育児手技等のケアを受ける「産後ケア事業」を行い、安心して妊娠・出産・育児が行える環
境を整え、子育てを支援している。 

【事業の目的及び効果】
　①鳥取県産後ケア利用料無償化事業を活用し、本市が実施する産後ケア事業（ショートス
  テイサービス、デイサービス）を利用した者の利用料相当額に対して助成を行い、個人負
  担額を無償化する。
　②鳥取県助産所施設・設備整備事業に呼応し、本市の補助事業を創設することにより産後
  ケア事業を実施する助産所の施設及び設備の整備促進を図り、産婦の心身のケアを行う施
  設の増加・充実につなげる。
 
【事業の内容】 
　①鳥取県産後ケア利用料無償化事業の活用に伴う財源更生
　②鳥取市助産施設・設備整備事業補助金 
　　事業実施主体：助産所開設者 
　　補助基準額：助産所１か所あたり6,000,000円 
　　補助対象経費：建物の増改築、付随する設備の設置等に要する経費他 
　　補助率：市：1/4（県：1/2、事業者負担　1/4）　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　※その他財源の諸収入は、妊娠・出産包括支援事業利用者負担金。

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 230 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,500 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 4,810 

要求額 1,500 

総務部長段階査定額 1,500 

地方債 0 0 

その他 △ 230 0 

一般財源 1,500 諸収入 △ 230 

計 1,500 その他 0 

行財政改革課処理欄


